食の安全安心シンポジウム2011　概要
【第１部　基調講演】

司会
　第１部の基調講演を始めます。講師は内閣府食品安全委員会事務局、勧告広報課長の北池さんです。
北池氏

　食品安全委員会 勧告広報課長の北池と申します。今日は食品健康影響評価につきましてお話しします。まず初めに、食品安全委員会は、科学実験をしているところではありません。放射線の関係では世界の文献を集め、科学的にどこまでわかっているのかを明確にした上で評価する機関です。

　今回の評価では約3,300冊、約６万ページの文献を扱いました。今日の話は、３点に分けて行います。１点目に食の安全を守る政府の仕組みについて、２点目に基本的な被ばくについて、３点目に低線量の放射線における体に対する影響について、説明します。

　食品のリスクには様々な危害要因が考えられます。生物学的要因でいえば、微生物やウイルスによる汚染の問題があり、科学的要因でいえば、農薬や食品添加物の問題があり、その他にも物理的要因が挙げられます。食品のリスクとは、そのような危害要因を食べた時の発生頻度と重篤度で考えます。基本的に全ての食品に対して一定のリスクがあると考えた上で、科学的な評価をして妥当に管理されます。
　通常食べているものでも大量に摂取した場合、多くの食品は体に影響を与えます。それらを評価した上で、その影響を除くべく適切に食べて、また生産から加工・流通と適切な対応を取っていくという考え方に基づいています。

　まず、食の安全を守る仕組みについて説明します。日本の食の安全の基本的な考え方は、食品安全委員会が食品に関するリスクを評価し、厚生労働省、農林水産省、消費者庁がリスクを管理します。平成15年７月に食品安全基本法を設置し、この仕組みが導入されました。導入の契機は、平成13年に発生したBSEの時に評価機関と管理機関が同一であったことが大きな問題を引き起こす引き金になったという反省をもって、分けられました。
今回の放射線の管理措置、暫定規制値等を決めるのは厚生労働省です。食品安全委員会では厚生労働省から諮問があり、安全か否か判断しました。
　３月17日、厚生労働省は食品衛生法に基づく暫定規制値を設定しました。本来であれば、食品安全基本法において食品安全委員会のリスク評価を受けて管理措置を決めますが、３月11日の大地震発生により、緊急を要したため、今回は評価を受けずに厚生労働省が暫定規制値を決めました。
３月20日、食品安全委員会へ評価の要請があり、ICRP（国際放射線防護委員会）と齟齬がなく、放射性セシウム及び放射性ヨウ素も安全側に立ったものであったので、３月29日に緊急取りまとめを食品安全委員会から厚生労働省へ伝えました。

　それを受けて厚生労働省は暫定規制値を決定し、４月４日から現在まで暫定規制値が維持されています。その間、食品安全委員会は文献を調べ、７月26日に放射性物質に関する食品健康影響評価を取りまとめました。パブリックコメントにつきましては８月27日まで募集し、3,000通を超える意見をいただき、10月27日に正式に厚生労働省に健康影響評価を返しています。厚生労働省は10月31日に薬事・食品衛生審議会を開催し、暫定規制値の見直しについて議論を開始したところです。

　暫定規制値について、３月11日以降継続していますが、放射性セシウムについては飲料水、牛乳、乳製品で200ベクレル、野菜、肉類等で500ベクレルが導入されています。

　外部被ばくと内部被ばくの違いについては、外から受けるものと中にあるものとの違いですが、実効線量係数を掛けることによって比較できます。

　また、半減期（放射能の強さが元の半分になる期間）は物理的半減期と生物学的半減期に分けられます。物理的半減期は、セシウム137は非常に長く約30年で、セシウム134は約２年です。生物学的半減期は体内に吸収されたセシウムが人間の生理作用を以て半分になる期間をいい、年齢によって差があります。１歳までの人と10歳から30歳までの人で違いがあり、10歳から30歳までの人は70日程度で半分になります。一度、体に入ったら排出されないものではありません。
　低線量放射線の人体への影響（発がん性）ですが、低線量とは100から200ミリシーベルトをいい、それ以上の高い放射線を一気に浴びた時は発がんではなく、別の症状が出ます。よくいわれているのが、脱毛や白内障、不妊であり、これは3,000ミリシーベルトや6,000ミリシーベルトといった非常に高い放射線を浴びた場合の症状です。低線量のものを長時間浴びると、がんが一番考えられるリスクとなります。通常、人間の生理反応をもって、放射線による損傷は修復されます。しかし、浴び続けることによって損傷が修復しきれなくなり、結果としてがんが発症するといわれています。今回の健康影響評価については、がんの影響が考えられるため、動物実験よりも人間による知見を優先しました。さらに低線量での影響は、長期間継続的なデータを重視しました。

　また、食品由来の内部被ばくに限定した研究は限られていたことから、外部被ばくも含めた知見も合わせた分析結果です。
放射線による影響は、関係ない影響を取り除くデータも取る必要があったので、かなり多くのデータがないと把握しきれなかったという状況です。

　低線量は長期間曝露であるため、累積として検討しました。１年間で受けている自然放射能の量について、日本人の平均で約1.5ミリシーベルトです。世界平均では2.4ミリシーベルトであり、地域によって差があります。原子力発電所事故の発生に関わらず、通常、食品に関しては0.4ミリシーベルトの放射能が含まれています。

　この0.4ミリシーベルトをセシウム137で換算すると、暫定規制値500ベクレルの食品を約63kg摂取する量に相当します。男性で約7,500ベクレル蓄積されているといわれています。また、炭素の他にカリウム40があり、天然に存在するものの一定比率は放射性物質を浴びていますので、カリウムを含んでいるものを取ると、体の中に放射性のものが蓄積されていき、それが約4,000ベクレルになります。

　今回、データが少なかったため、個別の放射性核種ごとの評価は行えず、ウランについてのみ、一定の評価をしました。

　今回の評価の元となったデータの中に、インドの高線量地域（ケーララという地域）で累積線量が500ミリシーベルトで発がんリスクが増加しなかった、というデータが１つあります。また、広島・長崎の原爆による被ばく者のデータを詳細に分析したところ、大体200ミリシーベルトを超えるもので一定の優位的な差がありました。そして、広島・長崎の固形がん（白血病以外のがん）の死亡リスクに関しては０から100ミリシーベルトでは有意な相関が見られませんでしたが、０から125ミリシーベルトでは一定の有意な差がありました。疫学データによる分析結果は、非常に錯綜していますが、食品安全委員会では、厳しく見るという考え方、あるいは科学的知見の画一性を重視したデータを基に考えました。

　次は、小児・子どもに関することです。チェルノブイリの報告で見ると、５歳未満の小児を対象として白血病のリスクが増加した報告があります。個々人がどれぐらいの線量を浴びたのかという推定については、少し不明確な点が残っています。また、甲状腺がんについてもチェルノブイリの原子力発電所事故では、被ばく年齢の低い方においてのリスクが高かったという報告があります。

　胎児の影響につきましては、１シーベルト以上の被ばくによる精神の遅滞、その他0.5シーベルトでは影響は認められなかったという報告が出ています。線量推定の専門家の分析でも不明瞭な点が見られましたが、小児に対する一定程度の影響が強く出るという報告が上げられています。

　生涯における追加累積線量や摂取量については、100ミリシーベルト以上で一定の健康影響が考えられ、小児については成人よりも甲状腺がんや白血病に関して感受性が高いという報告がありますが、今回の文献調査においての結果としては判断できませんでした。しかし、小児の感受性が高い可能性があることは報告書の中で言及しました。

　また、100ミリシーベルト未満の健康影響については、現在得られている知見から判断することは困難でした。なぜならば、低線量になるほど、他の様々な発がん性の影響を持つ要因が絡み、明確に区分することが難しくなるためです。100ミリシーベルトは健康影響の出る境界値ではありません。その理由として、曝露量が正確にわからない、放射線以外の影響は明確に区分できない、疫学データについて、対象集団が小さいため健康影響については明確に言及ができないためです。
　今回の規制を考える上で、放射性物質の100ミリシーベルトにつきましても、放射性物質を含む食品を実際に摂取した結果、体の中に放射性物質がどの程度入るという情報を踏まえて適切に管理すべき値だと考えているところです。現在、厚生労働省でモニタリングを行い、その結果に基づいて規制値の設定に関する検討を進めています。この検討結果については厚生労働省ホームページで公開されていますので、参考にしてください。
【第２部　パネルディスカッション】

司会
　それでは、第２部のパネルディスカッションを始めます。パネルディスカッション進行につきましてコーディネーターの八木さんにお願いします。

八木氏

　【会場に向けて、質問。Ｑ．基調講演について「よくわかった」又は「まあまあわかった」人は？　Ａ．約３分の１。】

日常的に私たちがニュースで耳にする食べ物をどう食べるのか？とか、それって安全なの？というような日常的な関心と、リスク評価という話で少しつながりにくかったところなどもあったと思います。当然、十分知識をお持ちの方からすると、「わかる」という話になりますし、会場の中には「いや、よくわからなかったな」という方もいらっしゃるんじゃないかなと思って今のようなご質問をしました。

　放射性物質を考える時には、様々な見方があると思っています。知識の量や、強い関心を持っているかなどで、見え方は変わってくる部分もあります。また、子どもがいるかいないかでも変わってくるだろうし、消費者と生産側や外食産業や加工食品を作っている人等の事業者によっても見え方が異なるでしょう。ですので、「こうです」という１つの答えを、このパネルディスカッションで示すことは難しいと思っています。しかし、様々な見方をしたときに、今、使われている安全に関する考え方がどう見えてくるのかをパネルディスカッションを通じて明らかにしていければいいなと考えています。

　基調講演の内容がわかりにくかったと感じた方が３分の２ほどいましたが、どうですか。
大門氏

　私もあまりわからなかったという立場で、北池先生に伺いたいことがあります。３月11日まで基準がなかったから、厚生労働省が基準をつくって、その諮問を受けて安全だと評価したという話だったと思います。有害な物質は先に安全性を食品安全委員会が評価し、厚生労働省がそのリスクに基づいて管理していく道筋を取ると思いますが、今回、その逆で後から評価したということですが、それでいいのかと疑問が残りました。

北池氏

　今回は緊急を要したので、厚生労働省が暫定規制値を策定しました。食品安全委員会としてはその暫定基準値について、相当の安全性が見込めると評価したので、厚生労働省は引き続き暫定規制値を維持しています。

大門氏

　今、暫定という言葉が使われていますが、暫定という言葉がいつまで続くかを教えてください。

北池氏

　厚生労働省によると、「暫定」とは緊急を要するために、食品安全委員会の評価を受けずに出したという意味で「暫定」と付けています。今回、食品安全委員会が正式な評価を行ったので、厚生労働省はそれに基づき、10月31日から検討に入っており、できるだけ早く検討を進めていると聞いています。
八木氏

　全体の説明と整合性があったほうがいいと思いますが、「暫定」という言葉の意味は、今、緊急事態だからであって、徐々に厳しくなっていくだろうと消費者は思っています。今の500ベクレルという数字はいつまで500ベクレルのままで、これをもっと厳しい状態である年間１ミリシーベルトにしていく道筋はどう考えますか。
北池氏

　具体的に申しますと、厚生労働省としては食品の安全と安心を確保するため、来年４月を目途に一定の経過措置を設けた上で年間１ミリシーベルトに引き下げることを基本として検討すると言っています。

八木氏

　来年４月を目途に変える方向で検討中ということですね。

北池氏

　来年４月を目途に現行の５ミリシーベルトを１ミリシーベルトに引き下げる方向で検討するとのことです。

菊井氏

　暫定ということが、当初からの問題であり、私も暫定には疑問はありますが、食品安全委員会が定めたもので、それに基づいてモニタリングをして、いわゆる抽出検査をして基準値を下回るものしか市場には流通していないので、流通しているものは安全となるわけです。しかし、被災県の実情を見ると、結局は被災県の産物は敬遠されがちであり、さらに風評被害も絶えない。それは、原発問題が完全に終息していないからと思います。落ち着いてきたときに、報道で18歳以下の36万人に甲状腺の検査をしたとか、放射線の被害が全国に飛び散っている等、健康に影響ありませんが、我々は放射線に対して計り知れない不安を感じてしまいます。従って、報道について、何とかならないのかと思います。

八木氏

　菊井さんの主張は今の基準値であっても決して危険なものではないのにという発言でしたが、平川さん、菅さん、それに対して何かありますか。

平川氏

　この暫定規制値というのが先ほどの説明でもありましたように、もともと３月11日時点で、放射線に関しては規制値がなかったところに新しく規制値を付けたという点、それ自体は安全を見込んで、基準値以下であれば安全だという点は大体納得できました。しかし、その一方で消費者としてはより安全、要するに３月11日以前の段階にできるだけ近づけられないのかなという気持ちはあります。

　その時に、多くの人が疑問を持っている１つのポイントは、何でその基準値が３月11日以前にはなかったといっても、その３月11日以前、仮に基準値をつくっていたとすると、それより高くしているのか、あるいは年間１ミリシーベルトからもっと下げることはできないのか、下げられない理由というのは何なのか、大規模に食品が汚染されてしまう、田畑も汚染されてしまう状況では、ある程度の汚染レベルのものまで食べないと食べ物が足りなくなってしまうということ等も考慮しているのか、という点です。当然ながら生産者の様々な経営上・経済上の被害等もあるので、そういうこともトータルで考慮してこのぐらいのレベルまでは食べましょうと決めたと思いますが、実際どういう事情で基準値を決めているのか。単純に安全性だけではなくて、生産者への影響や、食品の流通量への影響等を考慮していると思いますが、その辺りの決め方について、もう少しはっきり説明していただきたいです。
八木氏

　普通だと年間１ミリシーベルトが基本であるはずなのに、５ミリシーベルトという数字になっている理由について、また、仮に３月11日より前の状態に戻ったとしても、いわゆる１ミリシーベルトであって、消費者側からすると、なぜ０でないのかという疑問が生じますが、どうでしょう。

北池氏

　そこは管理措置の問題であるため、私から明確に言及するのは非常に難しい内容です。

現在、厚生労働省では食品にどの程度の放射能が含まれているか、相当数のモニタリングを実施しています。実際皆さんが食べる量と含まれる放射能から、１年間食べると、どれぐらいの放射能が体に入るか計算をしています。現在、セシウムで５ミリシーベルトを基準に考えていますが、その中で年間食品から取る量は、今の水準では0.1ミリシーベルト程度です。そのため、０でなければならないという議論もあるかもしれませんが、現在の基準値においても十分と認識しています。また、厚生労働省がホームページで公表している内容を見ると、基準値に合わず出荷制限が必要な品目は当初と比べて相当減ってきており、今の段階ではほとんど検出されない状況になっていますので、食品の流通量への影響などまで考慮されているとは思えません。
平川氏

　現状も考えて来年であれば、５ミリシーベルトから１ミリシーベルトに年間の量を下げることもできる見込みが立っていると解釈してよろしいですか。

北池氏

　年間１ミリシーベルトに引き下げたとしても、食品の中で汚染されている割合の見込みによって、基準値は大幅に変わります。例を挙げると、食品の中で半分汚染されていると考えるのか、１割汚染されていると考えるかによって基準値は５倍の変化が生じます。そのため、今の段階ではどうなるかわかりません。汚染度合を決めた上で食品の供給にどのような影響を与えるか一定程度の調査はあると思います。

菅氏

　何のための暫定規制値なのか、未だによくわからない感じがします。消費者の４つの権利とは、安全である権利、知らされる権利、選択できる権利、意見を反映させる権利とされています。今、この問題については４つともぐらついていると思います。放射性物質を含みうる食品に対して安全、安心に食べられるとすると、基準・検査・表示についてすべて信頼できることが絶対不可欠だと思います。その基準について、消費者が暫定規制値を信頼できるかどうか答えは、残念ながらNOだと思います。だからこそ500ベクレルに近ければ買いたくないとなり、納得してないのだと思います。

　事故から現在までの間に様々な情報に接し、摂取しても安全だという人から少しでも摂取すると危険だという人までいて、誰の何の意見を信用していいかわからない時に、今回食品安全委員会が出された内容について期待していましたが、100ミリシーベルト未満の健康影響について言及することは、現在得られている知見からは困難だということ、影響が見いだされているのは生涯における追加の累積線量がおおよそ100ミリシーベルト以上なのだという基準しか述べられていない。結局たくさん文献を検討したが、科学的に安全な被ばくレベルは食品安全委員会では証明できなかったということが書いてあるとしか読めません。全生活分野において死ぬまでの間に100ミリシーベルトといわれているだけなので、今、食べる時にどのぐらいのものなら安全なのかを厚生労働省が検討される時に何ら指針にもなってないと思います。

　これぐらいなら安全だという形を科学的にはっきりしない中で述べなかったという意味では、科学者の良心に従ってまとめられたものだと思います。暫定規制値について、先ほど北池さんが発言したように流通や生産現場への影響を考えなくてもいい状況になりつつあるのであれば、４月まで待たずに一刻も早く「暫定」という言葉を外せないものかと思います。

菊井氏

　今、菅さんが言われましたように国と生産者、消費者の信頼関係だと思います。食品衛生法上の暫定規制値を超えた食品を一時的に摂取しても、直ちに健康には影響しないというなら、将来危険分子があるのか。「直ちに」を外すこと等、ややこしいことは言わずに、不安軽減につながる暫定規制値の見直しを早く国民に見えるようにしてほしいと思います。
北池氏

　説明が不十分だったのかもしれませんが、食品安全委員会の評価は100ミリシーベルトを超えた場合に一定の健康影響が見られる可能性が高まるということです。それ以下の０から100ミリシーベルトの間について言及できないという言い方をしましたが、世界的にもいくつかの考え方があります。
100ミリシーベルトで影響が出ますが、その０から100ミリシーベルトの間を直線で結んで影響度合いが削減していく仮説（LNT仮説）があり、また、それが直線ではなく膨らんでいく説や、下がっていく説、あるいは一定程度からは影響が出ない説（閾値説）があります。世界的に見ても４つの説が提唱されています。（→食品安全委員会　放射性物質を含む食品による健康影響に関するQ&A問１２　参照）
　その解釈については食品安全委員会の専門家が議論しましたが、どの説が確実だという論拠は明確に科学的知見から説明できませんでした。
菅氏

　消費者にとってわかりやすいコミュニケーションを図るのであれば、言及できないという難しい言い方ではなく、わからないと伝えてください。食品安全委員会は、安全であることを言えなかったという結果をわかりやすく伝える必要があると思います。それを踏まえて私たちは日々、どう過ごすか考えないといけないと思います。

北池氏
　食品安全委員会は評価機関のため、区分を示すのであって、意見のあった内容については管理機関が運用の中で考える必要があります。

八木氏
　結局基準値を誰が管理しているのか、管理は適切に行われているのか、また管理のためにどのぐらいお金が掛かるのか、様々な要素で、この基準値をどのくらいに設定すべきかの判断は動くと思いますが、食品安全委員会はそこまで管理して決める立場ではないということですね。

北池氏　
費用対効果や技術的可能性、政策意図も含めた措置については厚生労働省が担う仕組みです。
八木氏

　食べる側、買う側から見ると、どうして分けるのかという気持ちが残ると思います。
では、他の論点として子どもをテーマとしてはいかがでしょうか。

大門氏
　小さい子どもを持つお母さんはとても心配だと思います。暫定規制値の設定の経緯はわかりましたが、摂取による蓄積が心配だという声もたくさんあります。自分で選んで食べたとしても、すり抜けてきた牛肉の問題がありました。いくら安全な基準を決めても、それをすり抜けて流通してしまう怖さがあるので、どうしたらいいかと思っています。

山本氏
　セシウムに汚染された稲わらを飼料として牛に与えたことで、放射性セシウムが検出されました。府内の該当牛肉を検査したところ、放射性セシウムが上回るものが出てきました。ただ、幸いにも一部の畜産農家で与えられていたことと、過去にBSEの問題があったことにより、各牛に個体識別番号が入っていることでした。対象牛は何千頭にものぼりましたが、遡り調査を行うことができ、府民への情報提供ができました。セシウム汚染がある稲わらを与えた事実はありますが、問題が起こっても比較的早く対応でき、終息に向かいつつあります。

八木氏

　牛肉の話はそれで終息すると思いますが、今の検査体制の中ですり抜けてくる可能性についてはいかがでしょうか。

山本氏

　食品の放射性物質検査については、厚生労働省が検査方針を示し、大阪府でも独自で検査方針を定めています。３月時点で大阪府には食品の放射性物質の検査機器はありませんでしたが、国からの情報に基づいて出荷自粛、あるいは出荷規制が掛かっている食品の流通がないか立ち入り調査を行いました。
　その後、８月に分析機器を設置しました。もちろん４月の段階で発注していましたが、被災地を中心に整備する必要があったため、設置までに時間を要しました。設置後は流通食品について大阪府での検査方針、過去の検査実績、あるいは出荷制限、自粛品目を中心に検査対応をしています。
平川氏
　子どもに関しては感受性が成人よりも高い可能性があり、気にされている方が多いと思います。この基準を決める中で子どもまで含めて安全だという線を引く必要があると思います。例えば、大人向けの基準と子ども向けの基準を分けて、子ども向けの基準を厳しく作ることもできないのかと思っている方も多いと思います。そこは管理側の厚生労働省に聞かないとわかりませんが、その点が疑問です。

　あともう１点、今回評価の対象になっているのは大部分ががんによる健康影響と思います。実際、チェルノブイリの事故の後で様々な報告がありますが、がん以外にも免疫力が落ちるとか、身体上の不具合が報告されている例もあるので、その点は食品安全委員会がどれぐらい考慮したのか心配されている方もいると思います。
北池氏

　子どもについては比較的低い線量で甲状腺がんや白血病の報告が出ていますが、チェルノブイリでは放射性ヨウ素に汚染された牛乳を多量に子どもが飲んだため、甲状腺等価線量で200ミリシーベルト以上の被ばくをしたという話があります。統計的に見ても、甲状腺等価線量が100ミリシーベルト以上で発症の可能性が上がるという報告があります。

　３月下旬に福島県周辺市町村の1,000人の子どもを対象にした被ばく量調査を見ると、最も被ばくの多かった方で0.1マイクロシーベルト／時でした。

今回の調査結果で見ると、被ばく量に相当差があります。チェルノブイリの事故の時に０から５歳ぐらいの方の報告でも10ミリシーベルトから100ミリシーベルト以下でも一定の白血病増加という報告も出ていますが、食品安全委員会として評価するにはそこまで至らず、子どもに関しての感受性について報告したので、それをもって、厚生労働省の審議会で検討されています。

菅氏
　検査については、理想論ではなくて現実の目標として全種全量検査ができる状態に近づけていく必要があると思います。この１年で終息することがわかっているわけではなく、長期戦が予想されるので、不安を除去するために検査も工夫する必要があると思います。
　生産地において流通前に全種の検査ができる予算措置をしてほしいですが、加工や流通過程でもできる限りの検査をしていただきたいと思いますし、小売店舗でも簡単に検査できるといいと思います。食品衛生監視員による監視指導も強化し、必要に応じて増員すべきと思います。流通過程がなるべくシンプルで消費者に見えるものになるほど信頼が増すと思います。測定されたものが表示されていないと意味がないので、表示の問題も検査とともに問題になります。食品ごとに測定値、あるいは測定機器の検出限界を含めて、単に『検出できませんでした』ではなくて、どのぐらいの機器で測ったのか表示する制度を導入していかないと、安心して対象地域の物産が買えないことになると思います。

　また、子どもや妊産婦に対する影響を考えて基準値の10分の１以下の測定値であるということを任意に表示する制度の導入について、日弁連（日本弁護士連合会）から意見書を出しています。その他に、学校給食について、学校設置者は給食に使用される対象地域の食材が全て検査済みであることを確認して、保護者からの求めがあれば、その内容を保護者に情報提供すべきという意見も出しています。

八木氏

　全部厳しく検査するのが一番いいし、それが理想的ですが、一方で物理的に限界もあります。そのバランスについて、いかがでしょうか。

菊井氏
　全量検査は、牛ならば全頭検査ができますが、野菜は物理的に不可能です。また、商品価値がなくなる可能性が強い等の理由から全量検査は厳しいということを理解いただきたいと思います。ただ、個体を増やして検査することは考えないといけないと思っています。

　そして子どもと学校給食の関係について、大阪では学校給食に大阪産を使っています。米や野菜といった食材を提供していますが、教育サイドから子どもへの影響を懸念され、従前からやっている残留農薬の検査に加え、放射性物質検査もしているところが増えています。これからこの傾向は強まるし、徹底して対応しなければならないと認識しています。

大門氏
　牛肉の件は理解できましたが、汚染稲わらを与えられた乳牛はいなかったのか疑問があります。また、検査について、全国的に統一された方法で行われているのか教えてください。
北池氏

　一般的に稲わらは肉用牛に肥育目的で使用されます。特に脂肪の色と関係があり、稲わらは特別に食べさせる餌です。乳牛に対して、稲わらは栄養価があまりないため、食べさせる餌ではないと聞いています。

山本氏

　厚生労働省が検査方法や機器について、各自治体に示しています。各自治体ともその方法、または準じた方法で検査を行っています。

平川氏
　食品素材別に基準は出ていますし、測定値も公表されていますが、食べる立場、あるいは料理する立場としては１食分でどれぐらいあるのか。特にその中でも、自分で食材を選んで管理できない給食を気にされている保護者は多くいると思います。例えば、大阪府で給食のサンプルを選んで丸ごとでどのぐらいの線量になるのか検査をされる予定はあるか教えてください。

山本氏

　大阪府としては、現時点では各市町村の教育委員会がやっている学校給食について、検査をしておりません。ただ、必要性については要望もあるため、現在、大阪府教育委員会と各市教育委員会と協議を進め、食材については12月から、ピックアップして検査を始める予定です。

北池氏

　参考までに、暫定規制値である500ベクレルの牛肉を１kg食べた場合、0.008ミリシーベルトとなります。これは、食品安全委員会のホームページに掲載しています。

平川氏

　例えば、食品素材ごとに数値が出て、計算できるツール（例えば、コンピュータのアプリケーションソフト）があれば、今日の献立の食材何ｇ、何ｇと入れると、トータルでどのぐらいか計算できるツールを作成して、食品安全委員会のホームページに掲載されるとうれしいです。
八木氏

　事前にいただいた質問の中で多かった内容は、できるだけ汚染された食品を取りたくないということでした。家庭で調理する時や、スーパーで買い物をする時、自分たちとして何かできること、気を付けることは何かありますか。

北池氏

　放射線を減らす努力という話は、放射線医学総合研究所で調べられた結果が出ています。基本的には野菜の場合は洗うこと、煮る場合は煮汁を捨てることや、その他にも皮や外葉をむくことによって汚染の低減ができます。調理方法に関して、米などは精米や水洗い、煮沸によって相当程度の放射性物質が除去されます。放射線医学総合研究所のホームページに詳細が掲載されているので、参考にしてください。

八木氏

　最後に順番に今日の感想も含め、意見をお願いします。

大門氏
　いつになったら放射線のことが終息していくのかということが全然わからない中で、安全なものを口にしていきたい。そして被災地を支援する意味でも、安心安全が証明されたものを口にしていきたいと思います。行政には安全だという検査をしっかりやっていただきたいと思うし、私たちは正しい情報を得て、正しく選択できるよう努力していきたいと思います。

平川氏

　一般にはリスク管理においては行政、企業、あるいは生産者で管理するだけではなくて、消費者一人一人でいかに管理できるかが心理的に不安を下げます。逆に、できることがない、何もすることがない、という状況がすごく不安を高めてしまいます。やはり行政側、あるいは専門家側からも一人一人でできることをもっと発信していく必要があると思います。みんながそれぞれできることをお互いに応援していく。消費者側からも行動することが大事と思います。

　あと、100ミリシーベルト以下はわからないが故に安心という面もありますが、逆に不安という面もあります。これは行政や食品安全委員会も含めてリスクコミュニケーションに関わる者たちは、肝に銘じて、不安という側面についても考える必要があると思います。

菅氏

　先ほど申し上げた日弁連での意見書は10月19日付けでホームページに掲載していますので、もし関心がありましたら一度読んでください。様々な見解が出てくる大変難しい時代になってしまいました。

わが国において対象地域の第１次産業が全くなくなってしまっては困りますので、ぜひ支援をしなければならないと思いますし、未知なる危険といってもできるだけ正当に評価して正しくありたいと思いますが、自分の、ましてや次世代以降の子どもたちに回るのは避けたいものだと思います。そういう意味で、皆が適切に判断・選択できるような情報提供が受けられる仕組みを構築する必要があると思います。個人的には世界一の安全基準をできるだけ早く適用できないものかと思っていますが、大事なことは出来上がった安全基準に従ってある程度放射性物質が付いているものが出回った場合に、食べる自由もありますが、食べない自由もあって然りだと思います。農薬や添加物についても、選ぶ自由がありますし、仮にそれが値段に反映されていたとしても安心して食べたいということがあるはずです。まして現在、知見が少ない放射性物質の話ですから、全体として軽々に「食べて応援しよう」という流れにはならないようにすべきだと思います。
　生産者や流通、小売店等の努力にも期待することが大ですし、取り組みを応援したいと思います。また、消費者は積極的に情報に接するだけでなく、冷静にそれを読み解く力を付けなければいけないと思います。きちんと誠実に検査や表示を行って、不利なことも公表する事業者を評価して応援していくことも消費者として求められると思います。そして、コストの掛かることでもありますし、弱い事業者、自分では選択することのできない弱い消費者が置き去りにならないようにする意味でも行政の果たす役割は非常に大きいと思いますので、食品安全委員会、大阪府にもその取り組みに期待したいと思います。

菊井氏

　生産者であれ、販売者であれ、消費者であれ、多少考えは違いますが、このテーマによる思いはみんな一緒ではないでしょうか。今日、皆さんが思われている疑問点を議論しましたが、そんな疑問点をホームページだけなく、主要５大紙の新聞一面を国の経費で借り上げてQ&A式に作成し、大阪880万人の府民に見せることも大切と考えます。それが国の安全宣言につながる一歩になると思います。
北池氏

　内容が専門的でなかなか理解を得られないところもあるかもしれませんが、できるだけ理解を得た上で施策に反映できるよう努力していきたいと思います。

八木氏

　私自身も参加していて本当に難しいと思うのは、リスク評価する人は全体を見る必要があるということです。一方で個々人からしたら、国民全体のリスクとして、発がん率が0.01％上がると言われても、それがわが子についてどうなのかと考えると、イメージが沸きにくく、遠く感じることがあります。

　また今日、この点については○○が担当というように様々な機関名が出てきましたが、消費者の視点からすると、なぜ１カ所ですべてを聞けないのかという気持ちになります。それにどう応えていくか考えることも大事だと思いました。

【閉会】

司会
　閉会にあたりまして、大阪府健康医療部食の安全推進課長の山本よりあいさつ申し上げます。

山本氏

　本日はお忙し中、シンポジウムに多数参加していただきましてありがとうございました。放射性物質については、大きな課題であると思っています。監視体制、検査体制にしても、今後の暫定規制値から規制値への移行があり、様々なところに影響が出てくると考えています。大阪府としては、できるだけ正確で迅速な情報を府民の皆さまにお知らせできるように努力を続けてまいりたいと思っています。
東北地方は放射能に汚染されているという現実を抱えて、大変な状況ですが、一つずつ課題をクリアして、また大阪府も消費地として安全で安心できる食品の提供に努力したいと思いますので、今後ともよろしくお願いします。
本日はどうもありがとうございました。
